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建設業を取り巻く状況

　建設業は、社会資本整備の担い手で
あるとともに防災や災害復旧にも貢献す
る地域の安全安心に欠かせない｢地域の
守り手｣です。しかし今、建設業は大きな
課題に直面しています。建設投資額と建
設業就業者数の推移（図1）を見ると、建
設投資額は平成4年をピークに約42％
減少し、建設業就業者数も平成9年を
ピークに約27％減少(平成27年時点)し
ました。高齢化の進展も速く、（一社）日
本建設業連合会の試算では、今後10年
間で約130万人の離職者が見込まれて
います。特に全国よりも速いペースで少

子高齢化が進行している北海道では、建
設業就業者の高齢化は著しく、将来の労
働者不足が課題となっています（図2）。
　将来にわたり建設業の役割を維持す
るためには、「働き方改革」によって賃金
水準向上、休日拡大などを行い、魅力あ
る職場とすることが必要です。そして「働
き方改革」を実現するためにも生産性向
上は不可欠です。しかし、建設業は、一品
受注生産、現地屋外生産、労働集約型生
産であることから生産性向上に取り組
みづらいと考えられてきました。
　果たして建設業に生産性向上の余地
は残されていないのでしょうか。国土交
通省が平成24年に発注した工事の内訳

を調査したところ、土工や舗装工、現場
打ちコンクリート工がおよそ4割を占め
ていることがわかりました。これらはICT
活用や標準化などの合理化で生産性向
上が可能な工種なのです。
　そのため、調査・測量から設計、施工、
検査、維持管理・更新にいたるすべての
プロセスにICT等を活用し、2025年度ま
でに建設現場の生産性2割向上を目指
す「i-Construction」を推進しています
（図3）。この中でトップランナー施策に位
置づけられている「A）ICTの全面的な活
用」「B）全体最適の導入～コンクリート
工の規格の標準化～」「C）施工時期の平
準化」の三つについて紹介します。

i-Constructionの推進（建設現場の生産性向上）

　人口減少によって労働者が減少しても生産性がそれを上回れば経済成長は実現
できる―――。国土交通省は平成28年を「生産性革命元年」に位置づけ、生産性革
命本部を設置して20の「生産性革命プロジェクト」を選定した。その中のひとつ、
「i-Constructionの推進」は建設現場の生産性向上を目指すもの。平成29年を
「生産性革命前進の年」として、さらにアクセルを踏み込んだ。北海道開発局が目指
すICTの全面的な活用を中心に建設現場の生産性向上について紹介する。

国土交通省 北海道開発局 事業振興部 
工事管理課長（前 技術管理課長）
村上  昌仁

A）ＩＣＴの全面的な活用

　切土・盛土といった土工現場でICT
活用が進んでいます。図4に示したフ
ロー図のように、従来は断面ごとに測
量を実施し、平面図・縦断図・横断図か
ら施工の目印となる丁張りやトンボを
設置して機械による施工を行っていま
した。さらに施工後の出来形管理でも
幅や高さの出来形計測や検査が人の
手で行われてきました。一方、ICT土工
では、ドローン等によって撮影した空中
写真や地上レーザースキャナーにより
3次元の現況データを作成し、GNSS
（全地球衛星測位システム)信号を受信
するICT建設機械によって施工します。
　ICT建設機械では、衛星から取得し
た位置情報に3次元設計データを加え

道路建設現場のICTの全面的な活用
i-Constructionが目指すもの
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図1 建設投資額と建設業就業者数の推移 図2 建設業就業者の高齢化の進行
　　（出典：総務省「労働力調査」をもとに北海道開発局で算出）
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ることで運転席内にあるモニターを見
ながら作業を行うことができます。写真
1はICT施工を行っているブルドーザー
とバックホウです。ブルドーザーは、ブ

レードの高さや角度をMC（マシンコン
トロール）が自動的に調整するため、オ
ペレーターの操作は機械の移動のみと
なっています。またバックホウには、運
転席のモニターに施工箇所とバックホ
ウの位置関係が表示されるMG（マシン
ガイダンス）が搭載されています。
　最近ではバックホウにもMC機能の
ある機種が登場しています。これまでオ
ペレーターがアームとバケットを同時
に手動で操作していましたが、これらの
機種ではアームを操作するだけでバ
ケットが自動的に動き、設定した深さ以
上にバケットが可動しないように制限
する機能も搭載されています。
　こうしたICT建設機械は、オペレー
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図4 従来工法とICT施工の流れ

図3 生産性向上のイメージ
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写真1 ICT施工の状況（操縦席のモニターに施工位置が示される）
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①ドローン等による3次元測量 ②3次元測量データによる
　設計・施工計画

③ICT建設機械による
　施工

④検査の省力化
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(現況地形 )と設計
図面との差分から、
施工量 (切り土、盛
り土量 )を自動算出。

ドローン等による写真測量等により、
短時間で面的 (高密度 )な3次元測
量を実施。

3次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT(※)を実施。

ドローン等による3次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要となり、
検査項目が半減。

IoT(Internet of Things)とは、様々なモノ
にセンサーなどが付され、ネットワークにつな
がる状態のこと。
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